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発行

●商品券を発行する場合は要注意

●所得税の納税額は3年連続で増加

国税庁

●先端設備等導入計画についても解説
　中小企業庁は、新たな固定資産税特例について詳しく解説したＱ＆Ａを公表しました。新たな固定資産税特例とは、先端設備の導入促進基本計画を
策定して国の同意を受けた市町村において、中小企業者等が一定の設備を取得した場合に、3年間の固定資産税の軽減措置を受けられる制度です。そ
の詳細は次のとおりです。

　「収益認識に関する会計基準」が導入されたことを受けて、国税庁はこれを踏まえた改正法人税基本通達を公表しました。この中で、資産の販売等
に係る収益の額は、原則として目的物の引渡し又は役務提供の日（以下、引渡日）の属する事業年度の益金とする旨が明確化されました。
　また、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って、引渡日に近接する日の属する事業年度の収益として経理した場合は、税務上もこれを
益金とすることが明確化されました。
　商品券を発行し、後日これと引き換えに商品を引き渡
す取引については、取扱いが改正前後で大きく変わるこ
とになります。改正前は、「商品券を発行した事業年度」
に益金算入するのが原則でしたが、改正後は「商品を引
き渡した事業年度」に益金算入するのが原則となります。

新たな固定資産税特例に関するＱ＆Ａを公表

収益認識会計基準等を踏まえた改正法人税基本通達を公表

平成29年分の所得税等の確定申告状況を公表

第４回どうなる!?
税理士　友松悦子

社　長●　この前、飲み物とティーカップのセット販売されるものを「一体資
産」と言っていましたが、その一体資産の消費税がどのようになる
のか、教えてください。

税理士●　ではまず「一体資産」とはどういうものか、というところから説明し
ますね。

社　長●　はい。それもよく分かっていないので、ぜひお願いします。
税理士●　一体資産とは「食品と食品以外の資産があらかじめ一体となっている

資産」のことをいいます。
社　長●　なるほど。だから飲み物とティーカップがセットになっているものを

一体資産というんですね。うちの商品では、お菓子とオマケのおもち
ゃが一緒になっているものもありますね。

税理士●　他にもジュースと酒類が詰め合わされたお中元やお歳暮用のセット商
品、同様の福袋なども一体資産になりますね。

社　長●　いろいろあるのですね。では、一体資産の消費税はどう考えればいい
のですか。

税理士●　その一体資産の価格のみが提示されているもののうち、税抜価額が１
万円以下であって、食品に係る部分の価額の占める割合が3分の2以
上のものに限り、全体が軽減税率の対象となります。

社　長●　ということは、例えば700円の飲み物と300円のティーカップをセット
で1,000円で販売すれば、その商品は軽減税率の対象ということです
ね。

税理士●　そうです。
社　長●　逆に、700円の飲み物と2,300円のティーカップをセットで3,000円で

販売したときはどうなりますか。
税理士●　その場合は全体に標準税率が適用されます。ただし、それぞれ個々の

商品の価格の内訳を提示している場合は、個々の商品ごとに適用する
税率を判定することになります。ですから、値札に3,000円以外に、
飲み物700円、ティーカップ2,300円と内訳を記載すれば、飲み物は軽
減税率、ティーカップは標準税率を適用することになります。

社　長●　なるほど。でも「食品に係る部分の価額の占める割合が3分の2以上

のものに限る」というのが気になります。これはどのように判断すれ
ばいいのでしょうか。

税理士●　まず、判断する単位はセット商品１個当たりです。そして、その判断
をする価額ですが、売価でも原価でも合理的に計算した割合であれば
差し支えないとされています。
また、小売事業者等において、例えばお菓子とおもちゃのそれぞれの
価額が不明の場合に、販売価額が税抜１万円以下であれば、仕入時に
仕入先が適用した税率をそのまま適用しても差し支えないとされてい
ます。

社　長●　日々、１つずつしっかり判断する必要がありそうですね。あと、気に
なるのは3個1,000円などと割引した場合ですが、どうなりますか。

税理士●　良いご質問ですね。例えば、お酒とジュースを組み合わせ自由で3本
1,000円とした場合には、一体資産には該当しませんので、お酒には
標準税率、ジュースには軽減税率を適用することになります。この場
合は、まとめ販売による値引き額を、値引き前の価額等であん分して、
それぞれの値引き額を算出、そしてそれぞれの値引き後の価額を計算
することになります。

中小企業庁

★一体資産とは「食品と食品以外の資産があらかじめ一体となっ
ている資産」をいう。
★一体資産の価格のみが提示されているもののうち、税抜価額が
セット商品１個当たり１万円以下であって、食品に係る部分の
価額（売価や原価など）の占める割合が３分の２以上のものに
限り、全体が軽減税率の対象。
★個々の商品の価格の内訳を提示している場合は、個々の商品ご
とに適用する税率を判定。
★まとめ販売の値引き額は、値引き前の価額等であん分して計算。

《ポイントの整理》

今後の
　平成30年6月15日、「経済財政運営と改革の基本方針2018 ～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現～」（骨太方針）が経済財政諮問会議での答申を経て、閣議決
定されました。5年半に及ぶアベノミクスの推進により、日本経済は緩やかではあるが長期間に渡って景気回復が続いているとしながらも、人口減少・少子高齢化に対する強
い危機感を表明しています。少子高齢化の克服により持続的な経済成長を実現し、継続的な賃金上昇と所得拡大による確実なデフレ脱却により、経済の好循環の拡大を実現す
るとしています。
　具体的には「人づくり革命の実現と拡大（幼児教育の無償化、高等教育の無償化、女性活躍の推進、高齢者雇用の促進等）」、「働き方改革の推進（長時間労働の是正、高度
プロフェッショナル制度の創設、最低賃金の引上げ等）」、「新たな外国人材の受入れ（新たな在留資格の創設、受入れ環境の整備等）」が挙げられています。

内閣府

新刊書のご案内

◆お求めはお近くの納税協会へ

納税協会の「総務管理者養成講座」
詳しくは
各納税協会のホームページ

をクリック！

https://www.nouzeikyokai.or.jp/seminar/

実力派を目指すあなたのための─。

公益財団法人 納税協会連合会　事業部
〒540－0008　大阪市中央区大手前1 －5 －33（納税協会ビル6階）
TEL　06－6937－5115　 FAX　06－6937－5502

講義コース

通信コース・e－通信コース・通信セレクト・e－通信セレクト

履修科目

受 講 料
（消費税込）

①総 務 実 務　②経 理 実 務　③源泉徴収事務
④社会保険事務　⑤労働保険事務　⑥労務管理事務

講義コース 〈大阪・神戸教室〉（納税協会会員） 65,880円
　　　　　　〃　　　　　 　（一　　　　般） 76,680円
通信コース・e －通信コース（納税協会会員） 52,920円
　　　　　　〃　　　　　 　（一　　　　般） 63,720円
通信セレクト・e－通信セレクト（納税協会会員） 10,800円(※）

　　　　　　〃　　　　　 　（一　　　　般） 12,960円(※）

『大阪教室 夜間コース』
開催日時　後期　8月１日(水)～11月6日(火）

　　　　　(18：30～20：30、計54時間　27日間）

会　　場　納税協会連合会　研修センター
(大阪市中央区谷町１－5－4 近畿税理士会館大同生命ビル10階）

＊平成30年度 後期大阪教室 申込み受付中＊

常時受け付けています。

※　履修科目①～⑥の１科目についての受講料です。
　　通信セレクト・e-通信セレクトでは、学習したい科目を１～3科目まで選んでいただけます。

国税庁

　国税庁は平成30年5月25日、「平成
29年分の所得税等、消費税及び贈与税
の確定申告状況等について」を公表し
ました。
　この中で、所得税等の確定申告書の
提出者21,977千人のうち、納税人数は
6,408千人、その申告納税額は3兆2,037
億円と、納税人数・納税額ともに3年
連続で増加しました。所得税等の申告
状況等のうち納税申告であった者の状
況、贈与税の申告状況は次のとおりで
す。

対 象 者※１ 先端設備等導入計画の認定を受けた中小企業者等（資本金額１億円以下の法人、従業員数1,000人以下の個人事業主等）

対象設備※１

対象期間※2

軽減措置

生産性向上特別措置法の施行日（平成30年6月6日）から平成33年（2021年）3月31日までに取得した設備

固定資産税の課税標準を、3年間ゼロ～1/2（各市町村が定める割合）に軽減

生産性向上に資する指標が、旧モデルと比較して年平均１％以上向上する以下の設備（中古資産は対象外）
　 機械装置　　　　　　　（160万円以上、販売開始10年以内）　　　　 器具備品　　　　　（30万円以上、販売開始6年以内）
　 測定工具及び検査工具　（30万円以上、販売開始5年以内）　　　 　 建物附属設備　　　（60万円以上、販売開始14年以内）

※１　市町村によって異なる場合があります。　※2　実際には、措置法施行後に市町村が導入促進基本計画を策定し、国の同意を受ける必要があります。

【商品券に係る益金算入のタイミング】

改 正 前

原　則 商品券を発行した事業年度

例　外 商品を引き渡した事業年度

改 正 後

商品を引き渡した事業年度

商品券を発行した事業年度

会社員・自営業者・経営者、マイホーム・不動産、相続・贈与などにまつわる税金の情報を
マンガと図解でやさしく解説。

■身近な税金のことがよくわかる。みんなの税金入門書。

公益財団法人 納税協会連合会 編
図解執筆：光田周史（公認会計士・税理士）
　　　　　篠藤敦子（公認会計士・税理士）
　　　　　ひかり税理士法人
マ ン ガ：安達ルネ

■B5判264頁／定価：本体 1,600円＋税

平成30年版 消費税の取扱いと申告の手引
Web版サービス付き
消費税に関する最新の関係法令や通達等を体系的に編集し、設例による申告書
の記載例と各種届出書等の記載要領を収録した実務手引書。
今西敦司 編 ■B5判1,144頁／定価：本体 4,200円＋税

平成30年7月改訂 印紙税の実務
印紙税の基礎知識（課税文書、契約書・文書の所属の決定・文書の記載金額、
作成の意義、納税地、納付及び申告）から、主な課税文書の取扱い、誤りやすい文
書例までを、Q&A形式でわかりやすく解説。
馬場則行 編 ■A5判340頁／定価：本体 2,600円＋税

平成30年版 法人税申告の実務
付 住民税・事業税・消費税の申告平成30年度税制改正対応

申告実務に必要な事項を、具体的な数字を関連づけて詳しく解説。
公認会計士・税理士　鈴木基史 著
■B5判606頁／定価：本体 3,800円＋税

平成27年分 平成28年分 平成29年分
納 税 申 告 6,324千人 6,370千人 6,408千人
所 得 金 額 39兆3,729億円 40兆572億円 41兆4,298億円
申告納税額 2兆9,701億円 3兆621億円 3兆2,037億円

平成28年分 平成29年分
申 告 人 数 464千人 462千人

暦　年　課　税 納 税 人 数 367千人 366千人
申告納税額 1,927億円 1,747億円
申 告 人 数 45千人 45千人

相続時精算課税 納 税 人 数 4千人 4千人
申告納税額 325億円 331億円

■所得税等の申告状況

■贈与税の申告状況


